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地域共創研究

山口県における金融の動向と金融機関の店舗配置

森祐司・佐藤裕哉

Ⅰ．研究の目的および背景
　平成 28 年度地域共創研究「下関市における地域金融機関のマーケティング戦略」は、

下関市に所在する地域金融機関の行動を店舗立地戦略と金融サービスの展開状況から分析

することで、高齢化が進む地方都市における金融機関の役割を解明し、地方都市における

地域金融機関の金融マーケティング戦略を検討することを目的としている。この研究の一

環として、本稿では、山口県の金融市場構造と地域金融機関の特性について概観し、山口

県における地域金融機関の店舗配置のほか、郵便局とその他金融機関の店舗の競合関係の

分析結果を報告する。さらに、今年度も継続する本研究の課題を確認する。尚、本稿の前

半は森祐司［2017］をもとに大幅に加筆修正したものである。

Ⅱ．山口県および下関市における経済金融市場の動向
１．人口の動向

　表１は山口県・下関市の基礎的な経済統計指標を整理している。2015 年時点で山口県

は 13 市６町から構成される。これはいわゆる「平成の大合併」後の状況であり、合併以

前の 2005 年度では 13 市 35 町５村であった。市部周辺の町村が市部に合併したことで市

町村数が大幅に減少する一方、市部の面積が大きくなり、山口県における面積・人口・事

業所数・市町村民所得の 90 ～ 95% 程度は市部が占めるようになった。下関市は面積では

山口県全体の 11.7％程度であるが、人口は 2010 年で 28 万人強と県全体の２割弱を占め、

その比率は 2000 年からあまり変化していない。ただし、人口減少は進行し、2000 年の 30

万人強から 10 年間のうちに２万人程度（約７％程度）減少している。総人口は山口県全

体でも５% 程度減少し、下関市はそれ以上に人口減少が進んでいることが分かる。

表１　山口県の統計指標
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　高齢者比率については、下関市は 28.5％と県全体（27.9％）をやや上回る。町平均は市

平均よりも高く、人口減少と合わせて過疎化の進行を窺わせる。過疎化は平成の大合併以

後も進行しているとみられ、下関市内においても市街地中心部（旧下関市）と合併した周

辺郡部との高齢化・過疎化の格差の存在も推察される。事業所の多くは市部に、特に県

全体の２割程度が下関市に集中している。しかし、下関市の事業所数も減少傾向にあり、

2012 年までに 18% も減少した。市町民所得も県全体の 18％強を下関市が占めるが、2010

年までに１% 程度減少している。下関市は、郡部や山口県内の下関市以外の地域と比べて

人口も多く、高齢者比率は低い一方、事業所が県内において集中し、市町民所得も周辺部

に比較して高い。ただし、下関市でも人口減少と高齢化の進行は避けられず、事業所数と

市町民所得はここ 10 年で減少した。このような特徴は全国的に地方の県とその中心都市

に見られる傾向であり、近年のわが国における人口構成の変化に関する特徴が下関市でも

色濃く反映されていることが分かる。ただし、地方においても福岡市や札幌市のように広

域中心都市になれば、人口流入によって人口が増加しているケースもある（ただし高齢化

は回避できていない）。下関市は山口県内の他地域ほど少子・高齢化が進んではいないが、

福岡市のように他県から人口が流入し、増加するほどまでの人口の純流入はなかった。そ

の結果、事業所数・市町民所得の減少も引き起こされたと推察される。

２．預貯金残高の動向

　表２は各年度末での山口県における民間金融機関の預貯金残高・シェアの推移を示して

いる。民間金融機関の預貯金残高は、2014 年度末時点で８兆 3159 億円であり、2001 年度

表２　山口県の預金残高の推移
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末時点と比べて１兆 8612 億円増加（約 29% 増加）した。2000 年代以降、民間金融機関の

預貯金残高は増加傾向にある。他方、郵便貯金は 2014 年度末時点で２兆 1055 億円であり、

2001 年度末時点と比べて１兆 2093 億円も減少（約 36% 減少）している。つまり、県全体

では郵便貯金の残高が減少し、民間機関の預金残高がそれを相殺するように増加して、ネッ

トでは増加したのである。ただし、このような郵便貯金から民間金融機関へという現象は

山口県だけに限られた現象ではなく、山口県で特に注目されるのは金融機関別のシェアで

ある。2014 年度末時点で山口県内において最大の預金シェアを持つのは山口銀行であり

（39.2％）、郵便貯金（20.2％）を上回る。都道府県別の預金シェアの全国平均は地方銀行

で 22.1％で、山口銀行はそれを大きく上回っている。また全国的にも七十七銀行（宮城）、

山梨中央銀行（山梨）、山陰合同銀行（島根）に次ぐ４位の県内預金シェアであり（金融ジャー

ナル［2015］）、全国的に見ても県内で圧倒的な地位を持つ地方銀行の代表格であることが

分かる。また西京銀行の預金シェアは 9.2％であるが、第二地銀の全国平均は 5.7％で、全

国的に見るとむしろシェアの大きい第二地銀であることが分かる。このように山口県内の

地域銀行の預金シェアが全国的に見て相対的に大きいのは、地銀・第二地銀の数がそれぞ

れ１行しかないことや、都市銀行等の元々の営業地盤ではなく、積極的な進出もしてこな

かったことのほか、郵便貯金や信用金庫・農協も大きなシェアを占めるような活動をして

いなかったことが要因として考えられる。近年の特徴としては、上述のように山口県の地

域金融の主役は郵便貯金から地域銀行に移っていったことを指摘できる。

３．貸出金残高の動向

　表３は各年度末での山口県における民間金融機関の貸出金残高・シェアの推移を示して

いる。2014 年度末時点で３兆 8410 億円であり、2001 年度末時点と比べて 4593 億円ほど増

加（約 14% 増加）している。2000 年代以降貸出額は増加はしているものの民間金融機関

の預貯金残高の増加度合に比べて、緩慢な増加となっている。貸出シェアの推移をみると、

2014 年度末時点で貸出シェアが山口県内最大なのは山口銀行であり（46.4％）、西京銀行

が続いている（17.8％）。全国的にみると、山口銀行の県内貸出シェアは常陽銀行（茨城）、

阿波銀行（徳島）に次ぐ３位となっており（金融ジャーナル［2015］）、貸出においても県

内で重要な地位を持つ地方銀行の代表格となっていることが分かる。他方、西京銀行も第

二地銀の貸出シェアは全国第９位であり、貸出においても全国的に見てシェアの大きい第

二地銀であることが分かる。なお、西京銀行の貸出金シェアは 2001 年度から 6.4％ポイン

トも増加し、近年着実にシェアを増加させている。地方銀行・第二地銀の貸出シェアは、

2014 年度末時点で 56.0％と 19.2％であり、合わせて四分の三以上のシェアを占めている。

特に最近は増加傾向にあり、大手銀行シェアの低下も考えあわせると、山口県における地

域金融機関の銀行貸出における重要性が高まっていると言えよう。地銀や第二地銀の貸出

先は山口県内で活動する企業や事業所が多いと見られ、大手銀行の主な貸出先である大手

企業よりも中堅・中小企業が多い。このため、山口県内の企業の多くは地元を地盤とする
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金融機関を選ぶ傾向が強いが、その送金や決済なども含めた金融サービス全般でも地元金

融機関の重要性が高まっていると考えられよう。

４．預貸率と経済成長率の動向

　本節では、上で示したデータをもとに、山口県の金融構造について分析する。図１は全

国・山口県・下関市の経済成長率と全国・中国地方・山口県の預貸率の推移を示してい

る。預貸率とは総貸出残高を総預貯金残高で除した指標であり、預貸率が 100％を下回っ

た場合はその地域の預貯金がその地域の貸出に回されることなく他地域に流出、あるいは

有価証券等の投資などに回されている可能性を示唆する。預貸率が低いことは資金需要に

見合う資金を供給（貸出）していないと見ることもできるが、むしろ 2000 年代以降の低

成長経済の移行と地方経済の疲弊により地方での資金需要が小さい（貸出機会や貸出額の

縮小）ために、資金供給が超過しているとの解釈が妥当だと見られている。図１で示され

るように、山口県・中国地方の預貸率は低下傾向で推移している。またその水準は山口県

の預貸率は全国平均や中国地方よりも低く、2000 年代以降は 50% 台で推移していること

が分かる。全国よりも中国地方でさらに山口県での預貸率が低いことから、中国地方の中

でも山口県での資金需要はさらに低迷していると見られる。

　一方、下関市の経済成長率（名目）の推移をみると、その水準は山口県や全国を上回る

年度もある一方、下回る年度も多く、必ずしも定まった傾向があるわけではない。他方、

1995 年度から 2013 年度までの平均成長率は 0.15％であり、山口県は 0.27％、全国で 0.30％

を下回っている。他方、その標準偏差は 2.13 と山口県および全国よりも大きい。これら

のことから、下関市の経済成長率の変動は激しく、その水準は全国平均や山口県よりも低

表３　山口県の貸出残高の推移
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いことが窺える。

５．企業金融の動向

　次に、山口県の金融構造と経済の関係について企業金融の動向から考察する。図２は、

日本銀行の「企業短期経済観測調査（日銀短観）」の企業調査項目のうち、「企業金融 D.I.」

の３項目について、山口県と全国の推移を比較したものである。日本銀行の短観は調査対

象企業（山口県では県内企業）からの回答を、「D.I.」（ディフュージョン・インデックス

＜ Diff usion Index ＞）という指標に加工・集計している。「資金繰り判断 D.I.」は資金繰

り判断を「楽である」と回答した企業の比率から「苦しい」と回答した企業の比率を差し

引いて示したものであり、正値で大きくなるほど、企業の資金繰りの状況が緩和された企

業の広がりが示されていると解釈される。同様に「金融機関の貸出態度判断 D.I.」は金融

機関の貸出態度について「緩い」－「厳しい」を、「借入金利水準判断 D.I.」は金融機関

からの借入金利水準の「上昇」－「低下」を、それぞれ示している。図２では山口県と全

国対象のほか、両者の差分（山口県－全国）についても合わせて示している。先ず、「資

金繰り判断 D.I.」についてみると、2003 年頃の金融システム不安が収まり、景気回復局面

図１　経済成長率（上）および預貸率（下）の推移
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にあった時期においては、全国では資金繰りが楽になったと回答する企業が多かったもの

の、山口県においては負の水準（すなわち、厳しい）にある企業が多く、全国との格差があっ

たことが分かる。これは、全国調査では大都市所在の企業や大企業が含まれる一方、山口

県では地方の中小企業が比較的多いために格差が広がったものとみられる。その後、2008

図２　日本銀行　企業短期経済観測調査（日銀短観）企業金融D.I. の推移
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年後期から 2009 年前期の世界金融危機による景気後退期以降は全国も山口県もともに資

金繰りは楽になる方向で推移している。ただし、ほとんどの時期で全国が山口県よりも上

回っている。山口県の企業の資金繰り判断は 2013 年頃から正となり（楽になった企業が

多くなる）、2000 年代以降では最も高い水準になっている。また、近年の 2015 年後半から

は全国との格差も縮小し、金融緩和の効果が山口県においても浸透してきたと見られる。

　「金融機関の貸出態度判断 D.I.」については、やはり 2003 年頃から全国でも山口県でも

正の水準（すなわち、緩い）にあり、貸出態度が緩和された企業が広がっていることが分

かる。ただし、山口県よりも全国の D.I. で「緩い」とする企業が多く、当時は地方よりも

都市圏で、あるいは中小企業よりも大企業から金融機関の貸出態度が緩和されていったと

推察される。しかし、世界金融危機以降においては、全国よりも山口県の D.I. の方が上回っ

ており、金融機関の貸出態度の緩和は、全国よりも山口県の方で広がっていることが分か

る。これは、金融緩和が浸透し、金融機関の貸出態度も緩くなってきたことの効果のよう

に考えられるが、さらに、前述のように山口県内で貸出シェアが高い山口銀行と西京銀行

の貸出競争の影響も考えられる。この時期、前節で見たように両行ともに貸出シェアを伸

ばしており、西京銀行の規模拡大がさらに両行の貸出競争に拍車をかけたことで、貸出態

度の緩和の広がり度合が全国よりも高くなったことも要因の一つとして考えられよう。

　最後に「借入金利水準判断 D.I.」を見ると、2005 年頃から全国・山口県共に上昇したと

感じている企業が広がっている。しかし、世界金融危機以降においては、全国・山口県共

に負で推移し、借入金利の下落が広がっていったと見られる。全国と山口県で「借入金利

水準判断 D.I.」にはあまり大きな差異はなく、ほぼゼロをはさんで推移した。借入金利水

準は低金利政策によってゼロ％近くまで低下した結果、企業によってあまり差がつかなく

なってきたことの表れだと推察される。金融機関競争としては、むしろ上述のように金融

機関の貸出態度や貸出額（アベイラビリティ）の重要度が増していることも考えられよう。

６．金融機関の店舗分布

　金融機関の店舗は、地域の企業あるいは地域住民へ資金移動・決済サービスを提供す

るための拠点であり、また金融サービス情報や金融商品情報の提供の場でもある。地域

の企業との取引に関しては、金融機関の店舗は銀行貸出等のための情報収集拠点でもあ

る。また、金融機関のサービスも、相続相談や事業承継、海外進出やビジネスマッチング、

M&A におけるアドバイスなど近年幅が広がってきており、それら情報の収集・サービス

提供の場にもなっている。このため、地域における店舗数はその地域における金融サービ

スの濃密度を示す尺度としても利用される。

　表３は、2015 年度の金融機関の店舗数を整理したものである。参考として 2002 年度（「平

成の大合併」前を示す）の店舗数も示している。最大の業態は郵便局であり、山口県全体

で 420 店舗存在し、民間金融機関の合計店舗数をも上回っている。民間金融機関数の 95%

以上が市部に配置されているが、郵便局の店舗は 90% 強であることから、民間金融機関
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よりも市部で少なく、郡部で多く配置されていることが分かる。ただし、平成の大合併以

前（2002 年度を参照）では民間金融機関の郡部への配置は 19.5％となっている。大合併後

に存続した店舗は約 55％で、郡部の店舗を中心に減少した可能性が高い。郵便局も廃止・

統合等店舗が再編された可能性があるが、郵便局は「郵便事業の関係で、各地域に一定数

の郵便局を設置することが必要になる」（永田・石塚［2007］）ために、前節で見たように

預金残高シェアが低下しているものの、郡部においても店舗はある程度維持されている。

　農協の店舗数は地方銀行よりも多く、郵便局に次ぐ規模となっている。郡部に配置され

た店舗の比率は郵便局よりも多く、逆に市部で少なく、下関市内で店舗の比率は民間金融

機関、郵便局に比べて少ない。漁協は地方銀行に次ぐ店舗（支所）数があり、郡部で配置

された店舗の比率は多い。下関市内の店舗数や比率は郵便局や農協よりも多く、漁協の特

徴となっている。下関市は漁業が盛んであったことのほか、大合併後に下関市に編入され

た郡部の町でも漁港や漁協が多く、そのまま存続しているからだと見られる。全般的に郡

部は市部よりも農漁業関係者や関連事業所が多く、農漁協の店舗の多くが郡部に配置さ

れ、平均店舗数では市部よりも郡部での店舗配置が多い。図３は山口県における金融機関

の地理的分布を示したものである。尚、2005 年時点で、西中国信用金庫は下関信用金庫

や宇部信用金庫など６金庫、東山口信用金庫は旧東山口信用金庫と防府信用金庫、萩山口

信用金庫は山口信用金庫と萩信用金庫に分かれていたが、図が煩雑となるため 2015 年時

点の状況で類型し描画した。分布の特徴をみると、民間金融機関は市部のなかでも中心部

に集中して分布し、一方、郵便局や農協、漁協は市部の周辺部や郡部などへも比較的満遍

なく分布している（特に郵便局）。金融機関別の店舗配置の傾向が市部や郡部で異なるこ

とを直観的にも確認できよう。

　以上、山口県および下関市における金融機関店舗の配置から、金融サービスの提供状況

表３　山口県内における金融機関の店舗数（支店数）
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図３　山口県における金融機関の店舗の地理的分布
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を鑑みると、地方銀行等を中心に民間金融機関は市部を中心に展開していること、郵便局・

農協・漁協は比較的郡部での店舗比率が高いことがわかった。下関市においては、たとえ

ば地方銀行の店舗の 25 店舗（2015 年度、約 20%）、第二地銀の店舗の 10 店舗（2015 年度、

約 18%）、が集中し、市部の平均（地方銀行で 9.00％、第二地銀で 4.23％）よりも明らか

に多い。山口県内でも比較的大きな都市である下関市が地方銀行にとって最大の競争の場

になっていることを窺わせる。

７．山口県における金融リテラシー

　これまで、主に金融機関という金融サービスの提供者側から、山口県・下関市の金融経

済の状況を概観してきた。本節では金融サービスの需要者に関して、山口県民の金融リテ

ラシー（お金についての知識・判断力）について、その特徴を明らかにしたい。金融広報

中央委員会は全国でアンケート調査を行い、ヒアリング項目について都道府県別のランキ

ングを『金融リテラシー調査』（2016 年）で発表している。その結果を利用しつつ検討し

ていく。

　同調査結果では、山口県民の金融知識・判断に関する総合的な特徴として、「金融知識

に自信を持っている」人の割合は 47 都道府県中、３番目に高いという結果が出ている。

これは全国の中でも金融リテラシーが比較的高い県民だということを示す。表４で詳細に

みると、家計管理の項目では、「緊急時に備えた資金を確保している」人の割合は 61.1％

と全国２位であった。生活設計の項目では「お金について長期計画を立てる」人の割合は

51.1％と全国５位で、「老後の生活費について資金計画をたてている」人の割合は 37.9％と

全国７位であった。一般的に貯蓄の三大理由として、住宅資金・教育資金・老後資金のた

めがあげられるが、ライフプランを立てて運用している人は必ずしも多くはない。しかし、

山口県民は資産運用に関し、比較的計画性のある県民だと言えよう。金融知識については、

「資金運用を行う際に他の商品と比較した」人の割合は 69.9％と全国２位であり、株式を

購入したことがある人の割合は 37.5％とこれも全国２位であった。逆に、商品性を理解せ

ずに株式を購入した人の割合は 18.1％で全国 45 位であった。これらのことから、山口県

民は他県に比べて金融知識が高く、生活設計など金融についての計画性も高いという特徴

を持っていることが分かる。山口県民は一般に保守的だと言われるが、金融に関しても、

このように計画性があり知識を蓄えたうえで行動に移すという県民性が窺える。

　この金融リテラシーの調査結果から考えると、山口県民は目先の利益だけを追うような

近視眼的な行動をとるのではなく、長期的・計画的で金融知識を身に付けた上で行動する

傾向が強い。すなわち、山口県民は金融資産運用においては決して安定性だけを重視して

いるのではなく、知識を身につけて合理性のある計画を立てれば、リスクのある株式投資

でも実行することに抵抗が大きくはないのである（事実、保守的だからといって株式投資

を控えているわけではない）。このことは地域における資金還流性等を考えれば重要な意

味を持つ。近年、地方創成をスローガンに地元のベンチャー企業等への投融資が促進され
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ているが、あまりうまくいっていない地域もあると言われている。そのような投融資には

リスクマネーの供給が欠かせないが、他地域や中央の投資家からは情報の非対称性もあ

り、積極的に投資を誘導するのは難しい。しかし、山口県においては、県外や中央から

の資金に頼らざるとも、金融リテラシー度が高い県民であるため、合理的な計画を立て

て、金融経済情報のタイムリーかつ的確な情報提供を行っていけば、山口県内の地域ベン

チャーへの投資を山口県民が引き受ける可能性も少なくはないのである。疲弊する山口県

経済にとって新しく創業される企業は非常に重要であり、この点は希望を与えてくれる要

素だと言えよう。

Ⅲ．山口県における預金金融機関の店舗配置
１．分析の枠組み

　本節では、これまでの山口県における金融経済構造についての基礎的知識を踏まえた上

で、預金金融機関の店舗配置や立地行動と経済性について分析を行う。

　都道府県内の市町村別データを用いての預金金融機関の店舗配置についての研究は、

Avery,et.al［1999］、家森・近藤［2001］、伊藤［2004a, 2004b, 2006, 2008, 2009］、永田・石塚［2007］、

宮本［2012］などで行われている。本稿でもこれらの研究に従い、郵便局も含めた金融機

関の店舗数を、デモグラフィック要因（人口、高齢者比率）と経済的要因（事業者数）を

用いて回帰分析を行う（尚、地域変数として面積も加える）。本稿では以下のような回帰

分析を行う。

表４　山口県民の金融行動・考え方に関する特徴
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　　 　　　Bi ＝ C1 + C2AREAi + C3POPi + C4OLDi + C5OFFICEi　　（１）

 

　ここで Bi は i 市町村の金融機関の店舗数、AREAi は面積（平方キロメートル）、POPi

は人口、OLDi は高齢者比率（全人口に占める 65 歳以上人口の比率）、OFFICEi は事業者

数をそれぞれ表す（高齢者比率以外は対数変換を行って推定する）。

　尚、本稿では永田・石塚［2007］に従い、地方銀行と第二地方銀行を民間 A、信用金庫・

信用組合・労働金庫を民間 B、農業協同組合と漁業協同組合を民間 C とする。大手銀行（都

市銀行）については山口県内にも店舗が存在する。しかし、大手銀行は全国的に展開し、

山口県においては下関市のほか一部で設置されているにすぎない。また上で見たように預

金・貸出市場でそのシェアは非常に小さく、地域における店舗展開を考えれば地域金融機

関とは異なる店舗展開を行っているので、本稿では永田・石塚［2007］と同様に分析対象

から外している。

　先行研究では面積や人口で有意にプラスの符号となる金融機関はその地域の面積や人口

に応じて店舗を配置しサービス提供を行うということで公共的色彩が強いと指摘する場合

（例えば伊藤［2009］）もあるが、永田・石塚［2007］あるいは宮本［2012］のように、「潜

在的顧客の多い地域に多くの店舗を配置しているので、収益性に基づく店舗展開を行って

いる」（永田・石塚［2007］）という解釈も成立する。また人口の符号が有意にマイナスで

あれば過疎化した地域に店舗を維持していると解釈でき、公共的な性格を持つとも言えよ

う。

　高齢者比率の符号についても正で有意であった場合には、「高齢者への配慮が大きいと

言える」（宮本［2012］）一方で、永田・石塚［2007］が示すように、高齢者は多くの金融

資産を保有する傾向があるため、高齢者の多い地域への出店は収益性追及の結果だとも解

釈できる。事業所数については、先行研究ではいずれもプラスの符号をとれば収益性を追

求しての店舗配置をしたと解釈している。

　尚、本稿では永田・石塚［2007］と同様、経済的要因の指標として、市町村民所得

（INCOMEi、対数変換後）を用いた以下の回帰式での分析も合わせて行う。

　

　　　　Bi ＝ C1 + C2AREAi + C3POPi + C4OLDi + C6INCOMEi　　（２）

　　　　Bi ＝ C1 + C2AREAi + C3POPi + C4OLDi + C5OFFICEi + C6INCOMEi　　（３）

　市町村民所得は金融機関の顧客数だけでなく、顧客の規模を反映した変数として考える

ことができる。すなわち市町村民所得が大きい地域では、家計が多くの金融資産を保有し

たり、企業規模が大きかったりするため、大口預金者や大口の借手が潜在的に存在する可

能性が高いと見られるからである。さらに、金融機関の競合関係の分析を行うために、永

田・石塚［2007］と同様に以下のような回帰分析を行う。
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PBi ＝ C1 + C2AREAi + C3POPi + C4OLDi + C5OFFICEi + C7BAi + C8BBi + C9BCi　　（４）

PBi ＝ C1 + C2AREAi + C3POPi + C4OLDi. + C6INCOMEi + C7BAi + C8BBi + C9BCi 　（５）

PBi ＝ C1 +  C2AREAi + C3POPi + C4OLDi + C5OFFICEi + 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C6INCOMEi + C7BAi + C8BBi + C9BCi　　（６）

　左辺の PBi は郵便局数、右辺の BAi、BBi、BCi はそれぞれ民間 A・B・C の店舗数を示

す。郵便局と民間金融機関が同じ市場で競合する場合、郵便局数は民間金融機関の店舗数

によって増減しよう。すなわち、民間金融機関の店舗数が増加すれば、郵便局数は減少す

る。つまり、式（４）から（６）において民間金融機関の店舗数の符号は有意にマイナス

となる。

　本分析は市町村別データを用いるが、先述のように平成の大合併によって、合併以前と

以後で市町村数に大きな相違が生じているために、合併以前と以後で推定結果に大きな相

違も予想される。このため、分析時点として、本稿では 2004 年度と 2014 年度の２つの時

期を採用している。また、多くの先行研究とほぼ同じ時期での推定となるため比較検討も

可能だと考えている。尚、先行研究において説明変数はいずれも直近時点のデータを用い

ていているようである。しかし、金融機関の店舗というこれまでの事業活動の蓄積を踏ま

えたストック的な変数に、直近の経済金融状況のみが影響するとは考えにくいので、本分

析では過去５～ 10 年程度の平均値を算出して使用している。

　民間金融機関の店舗数データは『日本金融名鑑』（日本金融通信社）を参照した。農協

の店舗については『全国都道府県農業協同組合名鑑　平成 16 年度版』（日本農業新聞）、

漁業協同組合の店舗数については『水産名鑑　2004 年度版』（水産社）、郵便局について

は郵便局ホームページおよび『タウンページ』からデータを収集した。　

２．分析結果

（１）金融機関の店舗設置と経済性の分析

　表５A は、民間 A（地方銀行と第二地銀）についての実証結果である。2005 年度から

みていくと、先行研究と同じ式（１）では面積が負で（５% 水準）、事業所数が正で有意

（５% 水準）となっている。式（２）では面積のみ負で有意（10% 水準）であり、式（３）

では式（１）と同じく面積が負（５% 水準）で、事業所数が正で有意（10% 水準）であっ

た。この結果は、地銀・第二地銀は面積が狭く、事業所が密集する市町村に店舗を配置す

る傾向を示すと解釈でき、収益性をより重視して店舗展開していることを窺わせる。2015

年度ではいずれの結果も有意となる説明変数がなかった。

　以上の結果から、2005 年度時点では、地方銀行と第二地銀は、事業所数が比較的多い

地域に店舗が配置され、収益性を考慮しているとみられる。これは先行研究とほぼ同じ結

果である。2015 年度については有意でない結果が多く仮説は支持されない。2015 年度の
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推定でいずれの結果も有意となる説明変数がなかった理由は、説明変数の説明力がなく

なったことも考えられるが、「平成の大合併」によって市町村数が減少したことによるサ

ンプルサイズの縮小の影響も考えられる。また、市町村が合併し広域化したことによって

店舗の新設や統廃合について金融機関が市町村レベルよりももっと詳細な地域区分で判断

表５　店舗配置の実証結果
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するようになった可能性も考えられる。これは、市町村レベルではとらえきれない地域性

がより重要となっていることも考えられ、これは今後の課題とすべきであろう。

　表５B は、民間 B（信用金庫、信用組合と労働金庫）についての実証結果である。2005

年度の結果を見ると、いずれも有意ではなかった。2015 年度では式（２）でのみ人口と

高齢者比率が正で有意（10% 水準）である一方、式（１）（２）で高齢者比率が正で有意（10%

水準）であった。これは高齢者比率が高い過疎化が進んだ地域での店舗が多いことを示唆

する。以上の結果から、2005 年度時点では、民間 B は都市部よりも郡部に多く店舗配置

していたとみられるが、2015 年度においては高齢者比率が高いより過疎化が進んだ地域

での店舗配置が（店舗の統廃合が進んだとはいえ）まだ多いと推察される。この意味では、

民間 B はより公共性を考慮していると解釈される。ただし、平成の大合併の影響を考え

れば、2015 年度の結果は留保付きで考えるべきかもしれない。

　表５C は、民間 C（農協、漁協）についての実証結果である。2005 年度の結果を見ると、

式（１）（２）で高齢者比率が正で有意であり、事業所数は式（３）で正で有意（10% 水準）

であった。この結果は、農漁協の店舗が農業・漁業の盛んな地域の多くが郡部にあり、高

齢者比率が高いことを反映しているからだとみられる。また、事業所数については、農協

や漁協は農漁業に従事する個人や関連事業所に対する金融サービスの提供が主要業務であ

ることから、事業所数との相関が比較的高くなったと見られる。2015 年度の推定式からは、

平成の大合併の影響も考えられ、式（２）で人口が正で有意である以外はあまり有意な結

果は得られなかった。

　表５D は、郵便局についての実証結果である。2005 年度の結果を見ると、全ての推定

式で面積と高齢者比率が正で有意（１% 水準）であり、市町村民所得は式（２）で正で有

意（10% 水準）であった。面積が正で有意であることについて、永田・石塚［2007］は鹿

児島県での分析で「郵便事業を行うには全国各地に郵便局を設置する必要があり、面積に

応じて郵便局が配置されている可能性」があると解釈しているが、それは山口県において

も当てはまると見られる。また高齢者比率が正で有意なのは、高齢化が進行する過疎化し

た郡部にでも郵便局は配置しなければならないことを示していると見られる。

　2015 年度での推定結果からは、面積・高齢者比率・事業所数が正で有意（５% あるい

は 10% 水準）であった。また市町村民所得は式（２）で正で有意（10% 水準）であった。

これは高齢化と人口減少が進行した近年においても、郵便局の店舗配置は面積や郡部への

配慮などにあまり変更がなかったことを示唆している。郵便局の金融業務における主要

な顧客が少額の個人貯蓄者が多く、その利用のための店舗が多いと推察するとデモグラ

フィック要因が有意になると考えられるが、結果はそうではなく、事業所数が有意であっ

た。平成の大合併の影響もあると考えられるが、2015 年度の市町村区分での店舗の分布

は事業所が多い地域により多く郵便局が配置されていることになる。これは事業所数に比

例して郵便事業へのニーズも増加すると見られることから、その観点からはより適した配

置になっていると見られる。
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　（２） 競合関係の分析

　先行研究においては郵便局と金融機関の店舗展開について両者の間での競合関係が存在

する可能性について分析している。本稿でも対象とする山口県での競合関係を分析する。

分析モデルは先に示した式（４）から（６）である。

　同モデルでは、民間金融機関の係数の符号が有意に負であるとき、郵便局と民間金融機

関は競合していると解釈される。すなわち、「郵便局と民間金融機関が同じ市場で競合し

ている場合、郵便局数は民間金融機関の店舗数に応じて決定される。もし市場規模が競合

しているならば、その地域の民間金融機関の店舗数が増えると、郵便局数は減少する」（永

田・石塚［2007］）からである。このことは伊藤［2004a］の一連の研究でも示されている。

　表５の結果を見ると、2005 年度、2015 年度のいずれのモデルにおいても、民間 A から

C の係数はいずれも有意でなかった。このため、民間金融機関と郵便局との競合仮説は支

持されない。

　以上の結果から、山口県においては郵便局と民間金融機関の競合関係は確認されなかっ

た。ただし、これが山口県における郵便局と民間金融機関の関係が、逆に補完関係にある

とかを意味するわけではない。先に示したように、各機関の店舗配置戦略が市町村といっ

た区域で考えるのではなく、もっと詳細な地域レベルでの考察が必要とされることのほか

（図３でみたような郵便局は市部の周辺部や郡部にも満遍なく分布するのに対し、民間金

融機関は市部のなかでも中心部に集中して分布することなど）、ATM やインターネット

取引の発達により店舗に求められる機能の変化、あるいは、店舗配置戦略に全く別の要因

が働いていることも考えられるからである。これらについては残された課題である。

　

（３） 先行研究との分析結果比較

　本稿の分析結果を、先行研究の他府県の結果と比較しよう（表７参照、宮本［2012］を

参考にした）。山口県の地域金融機関の店舗展開の特徴として以下の点が見出せる。先ず

郵便局では面積と高齢者比率が正で有意であることである（両年度共に）。先行研究の結

表６　店舗配置の実証結果
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果と係数の符号は概ね一致し、整合的な結果となっている。つまり、郵便局は山口県にお

いても遍く広く金融・郵便サービスを提供するための店舗配置となっていることを確認で

きた。民間 A では 2005 年度では面積が負で有意である一方、事業所数が正で有意であり、

地銀・第二地銀は山口県においてもより収益性を求めて事業所数の多い市部を中心に店舗

が配置されていることが示唆された。これも先行研究の係数の符号と概ね一致し、整合的

な結果である。民間 B および C では、高齢者比率が（片方の年度だけであるが）正で有

意であり、山口県においては高齢者比率が高い過疎化が進む郡部での店舗配置が比較的多

いことが条件付きながら示唆される。先行研究では両機関では正負混在しており、その解

釈は難しいが、少なくとも山口県においては経済性を目指しつつも公共性を考慮している

可能性を示唆する。

　本稿の結果は、全般的には、2005 年度と比較して 2015 年度の変数が有意になっていない。

これは店舗数の統廃合の進行も影響している可能性もあるが、市町村合併の影響でサンプ

ルサイズの縮小が影響したことも考えられる。先行研究の多くは平成の大合併以前を対象

としており、また複数年度を対象に分析した例は永田・石塚［2007］のみである。先行研

究が対象とする都道府県でも大合併後の時期を分析した場合には、先行研究の結果から変

わることも十分予想されよう。

５． まとめ

　本稿の分析は、山口県の市町村別データを用いて、郵便局と民間金融機関の店舗配置を

表７　店舗配置の分析：先行研究の結果のまとめ
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分析した。民間金融機関の店舗数を 2005 年度と 2015 年度で比較すると郡部の店舗が減少

し、市部の店舗が維持されている傾向が窺えた。また地銀・第二地銀は 2005 年度におい

ては、事業所数に応じてまた面積の狭い市部を中心に店舗配置し、収益性を考慮している

可能性が窺え、先行研究と整合的な結果が得られた。一方、山口県の郵便局は 2005、2015

年度のいずれにおいても、面積が広い郡部での店舗配置が多く、高齢者比率などデモグラ

フィック要因で店舗配置している可能性を示唆し、広く遍く金融サービスを提供するとい

う公共性を考慮していることを示している。また、山口県の郵便局は民間金融機関と競合

していない可能性も示された。

　ただし、本稿の分析結果から明確になった課題も多い。先行研究との比較で山口県とし

ての特徴をある程度理解できたが、他県でも平成の大合併後で推定し、比較分析すること

でより特徴が明確になると考えられる。例えば、近隣県で山口県と特徴（人口動態や市町

村数など）が対照的な福岡県での店舗配置を分析し、比較検討することなどが考えられよ

う。

　平成の大合併の影響による市町村ベースでの分析の限界については、以上に示したとお

りである。ただし、それは山口県だけに限らず、他県でも見られる現象であるため、同様

の分析を行う場合は注意を要しよう。この問題については、分析角度を変えて、例えば店

舗配置を町丁目単位で捕捉・分析することなども考えられる（森［2015］を参照）。山口

県の中でも例えば下関市を対象とする場合では、この手法の採用でより詳細な地区レベル

での金融機関の店舗配置の理解ができると考えられる。また、店舗展開の競合・補完関係

については、多くの先行研究の解釈の通りとしたが、これも今後再考の余地があるかもし

れない。地銀・第二地銀・信用金庫等の店舗展開は採算性を重視すれば過疎化した郡部で

の店舗の統廃合を検討せざるをえない段階にきている。このため、閉鎖する店舗が担当す

る地域の金融サービスの提供を郵便局・農協・漁協に事実上委ねていかざるを得ないので

はないかと考えられるからである。この場合、過疎化が進む地域では地銀等と郵便局等で

は競争関係ではなく補完関係を持たざるを得ないのである。さらに、補完・競合関係に

ついて言えば、コンビニ ATM ネットワークの利用によるサービス提供は地域金融機関に

とって経営戦略に既に組み込まれていることも推察される。また店舗もショッピングモー

ルやその周辺での出店であったり、土日や祝日での営業や営業時間の延長など質的に変化

したりしてきている。こういった状況を考えると、金融機関店舗に求められる機能も変化

していることも考えられよう。このような金融機関の機能やニーズの変化と店舗配置への

影響も、今後の検討課題である。
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